
１ 問題の所在

1999年､ カルロス・ゴーン氏が颯爽と登場したと

き､ われわれは驚愕の眼で事態を見守った｡ ゴーン

氏が発表した 『日産リバイバル・プラン』 は､ 主力

工場の閉鎖､ 人員削減､ 系列取引の改革といった､

いわゆる日本の文化､ 経営風土を根本から否定する

要素を多く含んでいたにもかかわらず､ 多くの日本

人に支持され､ 日産は短期間で黒字転換を果たした｡

2005年､ ソニーの最高経営責任者にハワード・ス

トリンガー氏が就任したとき､ われわれはもう､ そ

れほど驚かなかった｡ ゴーン氏と同じ時期､ 三菱や

マツダの記者会見でも外国人経営者を見かけていた

からである｡

われわれ日本人の多くは､ 長い間､ 日本特殊論を

無批判に受け入れてきた｡ 日本の企業は日本的経営

で管理統括されるものであり､ そのトップは当然､

日本人であるべきだという思いは戦後60年間､ 日本

企業を支配し続けてきた｡

だが長期にわたる不況とグローバル化の中で､ そ

の堅牢な思い込みは､ 少なくとも財界トップの間で

は､ 急速に崩れてきているようである｡ (社) 日本
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本稿では､ ①わが国で就労する外国人高度人材の増加について報告し､ ②彼らは主に中小企業で雇

用されることから､ 外国人受入れ問題は中小企業の問題であることを指摘し､ 同時に､ ③諸外国の受

入れ状況やイノベーションに関する議論を紹介する｡ その上で､ ④外国人受入れと､ イノベーション

や起業の促進をどのように結び付けるべきか､ そのためには何が必要かを議論する｡

本稿の前半では､ 2001年度以降､ わが国の外国人高度人材は増加傾向にあり､ その中でも科学技術

人材 (HRST) が特に増えていることを明らかにした｡ 彼らの多くはアジア諸国あるいは英語圏出身

であり､ コンピュータ関連の非製造業で雇用される｡ また､ 彼らを雇用するのは主として中小企業で

あることも報告している｡

こうした外国人高度人材の増加は､ グローバル規模で加速する brain circulation (頭脳循環) の一

環であり､ 他の国々では1990年代初頭から観察されている｡ そこで本稿の後半では､ 諸外国の状況を

概観し､ brain circulation が多様な要因 (IT 産業の急成長､ 各国の高度人材獲得政策､ 研究者コミュ

ニティの魅力､ イノベーション・クラスターの魅力) によって起こることを､ 多くの先行研究を基に

報告している｡ 同時にこの現象による影響として､ 都市間・大学間競争やイノベーション・ネットワー

クの国境を越えた拡大を指摘している｡ また､ 外国人高度人材受入れによって起業の増加を図る国々

の例も紹介した｡

最後にわが国と諸外国の違いについて議論した｡ わが国ではコンピュータ関連産業における労働力

確保のみを目的として高度人材の受入れが行われているが､ 諸外国の中にはイノベーション創出を視

野に入れ､ 戦略的視点から受入れを行っているところも多い｡ また､ 受入れの主役は中小企業である

にもかかわらず､ 経団連や学会､ マスコミが議論の中心となっており､ 今後は中小企業が中心となっ

て中小企業の視点から高度人材受入れ戦略を練る必要があることも指摘した｡

外国人高度人材のグローバル移動とイノベーション
―brain circulation (頭脳循環) の世界的潮流にわが国中小企業はどう向き合うか―



能率協会は上場企業の新任取締役を対象に意識調

査１を行っているが､ 日本企業への外国人トップ就

任について何らかの形で肯定的な答えをした者が

｢66.7％ (99年調査) ⇒74.7％ (03年調査)｣ と増加

しており､ 新任取締役のうち４人のうち３人までが

外国人をトップにいただくことに抵抗が無い｡ また

彼らにとっての理想の経営者を尋ねる問いでは､ カ

ルロス・ゴーン氏が１位であり (得票率16.8％)､

２位の松下幸之助氏 (得票率8.8％) を大きく引き

離している｡

とはいえ､ 上場企業の経営にあたる外国人の数は

まだわずかである｡ 外国人が日本にやってきて､ 日

本国内で活躍することでわが国の国際化が進む､ い

わゆる内なる国際化は､ 上場企業の上層部において

はまだ始まったばかりである｡

こうした内なる国際化は､ むしろ中小企業 (ハイ

テク・ベンチャー企業を含む) や大学の研究室で着

実に進行している｡ 外国人の社員が日本の､ 日本企

業で､ 日本人と一緒に働くという現象は―著者が知

る限りでは―IT 関連の中小企業､ 人材派遣会社､

大学発ベンチャー企業､ 大学の工学系研究室で近年､

増えているようである｡ そこでは専門知識と学位を

持った外国人高度人材が､ 社員や研究員として高度

な職務を遂行し､ 日本人と同程度か場合によっては

高い報酬を得て､ 企業や研究室の業績向上に多大な

貢献をしている｡

そして､ こうした高度人材による内なる国際化は､

日本だけではなく､ むしろ世界中で､ 特に中小企業

セクターで起こっている現象である｡ 専門知識を持っ

た高度人材が比較的短期間､ 外国で専門職や研究職

として働き､ さらに高度な知識や研究者ネットワー

クを構築し､ その後､ また別の国 (あるいは母国)

へ移っていく現象を brain circulation (頭脳循環)

と呼ぶが､ 現在､ 日本の IT 関連業界で増えている

外国人技術者雇用も､ この brain circulation の影

響を受けているものと推測される｡

1990年代以降に brain circulation (頭脳循環) の

世界的潮流が高まるにつれて､ アメリカ､ イギリス､

他の EU 諸国､ ニュージーランド､ オーストラリア､

中国､ 台湾等では､ 彼ら高度人材をどのようにして

惹きつけイノベーションや起業の核とするか､ 活発

な議論や研究が為され､ 高度人材に視点を定めた出

入国管理政策が行われている｡

わが国においても､ 規制改革推進三カ年計画で専

門的・技術的分野の専門知識を持つ外国人を積極的

に受け入れることを決め､ 2001年12月に IT 技術者

等の受入れ基準が緩和された｡ われわれの近くで外

国人社員として働くアジア出身者や英語圏出身者の

数は着実に増えてきているのである (後述)｡ だが

われわれの多くは未だこの事実に気がついていない｡

また､ 諸外国が高度人材受入れ政策と未熟練労働者

受入れ政策の間に明確な線を引き､ 前者の積極的受

入れと､ それによるイノベーションの推進に乗り出

している事実にも日本人の多くは無頓着で､ 相変わ

らず ｢外国人労働者の増加⇒治安の悪化｣ という根

拠無き議論を繰り返している｡

本稿の目的は､ ①わが国で就労する外国人高度人

材の増加について報告し､ ②同時に諸外国の状況に

ついても述べ､ ③諸外国で議論されている､ 高度人

材受入れとイノベーション推進の関係について整理

することである｡ その上で､ ④外国人受入れと､ イ

ノベーションや起業の活発化をどのように結び付け

るべきか､ そのためには何が必要かを議論すること

である｡

本稿は以下のように構成されている｡ 第２節では

｢高度人材｣ を定義する｡ 続く第３～第５節までは､

わが国における高度人材の受入れ状況をデータに沿っ

て概観する；第３節では入国状況を記述し､ 第４節

では高度人材の中でも特に自然科学系の専門知識を

持つ ｢外国人科学技術人材 (HRST)｣ について報

中小企業総合研究 第６号 (2007年３月)
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１ (社) 日本能率協会広報委員会 『｢第６回 新任取締役の素顔に関する調査｣ 結果の速報』､ 2003年８月４日 (http://jima.or.jp/release/42.html)



告する｡ 第５節では彼らを雇用する企業は主として

中小企業であり､ 外国人高度人材受入れは中小企業

の問題であることを指摘する｡

第６～９節では､ 外国人高度人材を巡る諸外国の

議論について紹介する；第６節では戦後から今日ま

での高度人材のグローバル移動について概観し､ 第

７､ ８､ ９節では彼らを移動させるインセンティブ

や､ 移動による影響―特にイノベーション創出に対

する影響―について議論する｡

第10節では外国人受入れを起業に結び付けている

国について若干の報告を行う｡ 第11節では議論を総

括した上で､ 外国人受入れとイノベーション促進を

結びつけるために､ わが国は今後､ 何をなすべきか

について考察を加える｡

２ 研究の対象と用語の定義

グローバル規模で移動する高度人材に関する先行

研究は､ 高度人材一般を論じるものと､ 彼らの中で

も自然科学系の専門知識を持つ人材に議論を集中さ

せるものの２種類がある｡ 前者 (高度人材一般) に

おいてはhighly-skilled personnel (NISTEP, 2003)､

skilled workers (Birkinshaw, 2005) ､ highly

skilled labor (Mahroum, 2000；Mahroum, 2005；

Schmitt and Soubeyran, 2006)､ highly qualified

(Wolburg, 1999)､ creative people (Florida, 2004)

などの用語が使われており､ 大学４年卒業資格

(tertiary education) を持つ者､ またはそれと同等

の知識を必要とする職に就いている者をさすことが

多い｡

後者 (自然科学系の専門知識を持つ人材) につい

ては､ researchers (藤末､ 1995；藤末 他､ 1995；

Criscuolo, 2005)､ scientific and technical human

capital (Davenport, 2004) ､ R ＆ D personnel

(OECD, 2002 a)､ HRST: Human Resources de-

voted to Science and Technology (OECD, 1995)

という呼称が用いられている２｡ 彼らは経済開発協

力機構 (OECD) と欧州委員会欧州共同体統計局

(Eurostat) の定義､ すなわち ｢自然科学または工

学の分野で最低でも大学卒業と同等の資格を持つ

(あるいは関連する科学・技術分野の職業に従事し

ている) 者｣３という定義に沿って分類される｡

本稿では主に高度人材 (highly-skilled person-

nel) 一般について論じることにするが､ 必要に応

じて (高度人材の中でも) 自然科学系の専門知識を

持つ人材に焦点を当てる｡ その際には､ 科学技術人

材 (HRST: Human Resources devoted to Science

and Technology) という呼称を用いる４｡

こうした高度人材のグローバル移動は1990年代以

降に増えているが､ 以下ではまずわが国の状況を報

告し (第３～５節)､ その後に諸外国の状況とそれ

を巡る議論 (第６～９節) を紹介する｡

３ わが国における高度人材の入国状況

わが国で働く外国人高度人材の数は他の先進諸国

と比べるときわめて小さいが､ 今世紀に入って以降､

基本的には増加傾向を示している｡ 増加傾向を示す

ものとして､ ｢技術｣ および ｢国際・人文｣ の資格

で在留資格を得た外国人に関するデータがある (図

１および表１)｡

ここで､ 日本の統計において外国人高度人材をど

のように把握するかについて簡単に説明する｡ 外国

人に関する統計には､ 外国人の入国状況を示すもの

(フロー) の統計と､ ある時点における外国人滞在

者数を示すもの (ストック) の統計がある｡ 前者は

外国人高度人材のグローバル移動とイノベーション
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２ 人材の組織間移動とイノベーションに関する研究では､ 他に star scientists (Zucker and Darby, 1998)､ corporate scientists (Furukawa and
Goto, 2006) といった呼称も使われる｡
３ “… it covers only those with at least university-level qualifications in natural sciences or engineering (or working in an associated S&T oc-
cupation) ”. Canberra Manual, p.8
４ HRST (Human Resources devoted to Science and Technology) とは､ 正確には ｢科学・技術を専門とする人的資源｣ を意味するが､ 本論文で
は文部科学省科学技術政策研究所 (NISTEP) で使われている ｢科学技術人材｣ を訳語として用いる｡



｢在留資格別新規入国者数｣､ 後者は ｢外国人登録

者数｣ として整理されている｡ 最初にフローの統計

である ｢在留資格別新規入国者数｣ に注目する｡

図１は ｢在留資格別新規入国者数｣ のうち､ 就労

を目的とする在留資格５を得て新規入国した外国人

の数を示している｡ 同図をみると就労目的の新規入

中小企業総合研究 第６号 (2007年３月)
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表１ 在留の資格別 外国人登録者数の推移
(単位：人)

年度 2001 2002 2003 2004 2005

① 技術 19,439 20,717 20,807 23,210 29,044

② 人文知識・国際業務 40,861 44,496 44,943 47,682 55,276

その他 108,483 114,426 119,806 121,232 96,145

③ (うち企業内転勤) (9,913) (10,923) (10,605) (10,993) (11,977)

合 計 168,783 179,639 185,556 192,124 180,465

外国人社員 (①＋②＋③) 70,213 76,136 76,355 81,885 96,297

その他には ｢教授｣ ｢企業内転勤｣ ｢教育｣ ｢興行｣ などが含まれる

出所：法務省入国管理局 (2006)､ p.33を基に著者作成

5,079
4,662

4,203
4,782

5,613 その他 

図１　就労を目的とする在留資格を得て新規入国する外国人数の推移（単位：人） 

出所：法務省入国管理局編『平成１８年度出入国管理』、p．１３ 
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５ 出入国管理法別表第一には在留資格一覧が明記されているが､ その中で就労を主目的とする資格としては､ ｢投資・経営｣ ｢法律・会計業務｣ ｢医療｣
｢研究｣ ｢教育｣ ｢技術｣ ｢人文知識・国際業務｣ ｢企業内転勤｣ ｢興行｣ ｢技能｣ があり､ ｢興行｣ 以外は３年又は１年の在留が認められている｡ (｢興行｣ の
場合は１年､ ６月､ ３月又は15日の在留が認められる)｡



国者数は2005 (平成17) 年度に大幅減となっている

が､ これは ｢興行｣ 目的の入国者が激減したためで

ある｡ 本稿が取り上げる高度人材 (highly-skilled

personnel) は ｢技術｣ ｢人文知識・国際業務｣ に多

く含まれると考えられるが６､ これらのカテゴリー

における入国者数は2001 (平成13) 年度以降､ 年毎

に増減はあるものの､ 基本的には増加傾向にある｡

次に外国人滞在者数 (ストック) の推移を外国人

登録者数統計でみていく｡ 外国人登録者とは､ わが

国において勉学､ 就労､ 同居等の目的をもって相当

期間滞在し､ 地域社会で生活する外国人が主たる対

象となっており (法務省入国管理局､ 2006)､ 表１

はその数の推移を示している｡ 法務省入国管理局は

｢技術｣ ｢人文知識・国際業務｣ ｢企業内転勤｣ の３

カテゴリーをまとめて ｢外国人社員｣ と定義してい

るが､ 表１によるとこうした外国人社員の数は2001

年度以降大きく増えており､ 特に2005年度の増加は

著しい｡ わが国で働き､ 生活する外国人社員は年々､

着々と増えているのである｡

これらの外国人社員の多くは専門的な知識を持つ

高度人材 (highly-skilled personnel) であると考え

られるが､ 次項ではその中でも特に､ 科学技術人材

(HRST) についてみていくことにする｡

４ わが国で就労する外国人科学技術人材

(HRST)

前節で議論した外国人社員のうち､ 科学技術人材

(HRST: Human Resources devoted to Science

and Technology) に該当するのは ｢技術｣ カテゴ

リーの者であろう｡ 出入国管理法別表第一によれば､

｢技術｣ カテゴリーの在留資格は理学､ 工学､ その

他の自然科学の専門知識を持つ者に与えられること

から､ OECD による HRST の定義― ｢自然科学ま

たは工学の分野で最低でも大学卒業と同等の資格を

持つ (あるいは関連する科学・技術分野の職業に従

事している) 者｣ ―に最も近いと判断できる｡

表１は､ こうした ｢技術｣ カテゴリーの外国人登

録者数の増加が最も顕著であることを示しており､

わが国で働く外国人科学技術人材 (HRST) が急速

に増えていることが分かる｡ 2001～2005年度の期間

では約1.5倍にも増えており､ この伸び率は ｢人文

知識・国際業務｣ や ｢企業内移転｣ カテゴリーより

も高くなっている｡

それではわが国の外国人科学技術人材 (HRST)

はどのような特徴を持つのだろうか｡ 以下では､ 入

管統計のうち在留資格認定証明書交付状況からその

特徴を明らかにしていく７｡

まず彼らはどこからやってくるのか｡ 入管統計は

｢技術｣ および ｢人文知識・国際業務｣ を足し上げ

たものしか公開していない｡ そうした高度人材一般

(科学技術人材プラス人文・国際業務の専門家) の

供給国を示したのが図２である｡ 同図によれば､

2001年度における高度人材の最大供給国はアメリカ､

第２位が中国であったが､ 2005年度には順位が逆転

し中国が最大の人材供給国となっている｡ 2001～

2005年度の期間におけるアジア諸国 (中国､ 韓国､

インド､ フィリピン) の伸びは目覚しく､ 2005年度

においては高度人材の約45％をアジア諸国が供給し

ている｡ ただし､ 英語圏 (アメリカ､ カナダ､ イギ

リス､ オセアニア) 出身者も大きな割合を占めてい

るということを忘れてはならない｡

次に彼らはわが国のどういった業種で就労してい

るのか｡ 入国管理局の在留資格認定に関する統計に

よると､ 外国人科学技術人材 (HRST) のうち約20

％の者が製造業での就労を申請し､ 自動車産業と電

気産業が主な就職先となっている｡ 残りの約80％は
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６ この２つの資格は､ 専門的な技術や知識を活用してわが国の企業等に就職する外国人に与えられる｡ ｢技術｣ は理学､ 工学､ その他の自然科学の分
野に属する技術又は知識を要する業務に従事する者､ ｢人文知識・国際業務｣ は法律学､ 経済学､ 社会学その他の人文科学の分野に属する知識を必要と
する業務又は外国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必要とする業務に従事する者が対象である｡
７ 在留資格認定証明書制度とは､ 日本に入国しようとする外国人が在留資格に該当するか否か､ あ

､
ら
､
か
､
じ
､
め
､

(わが国へ上陸する前に) 審査する制度で
ある｡ これまで依拠してきた ｢在留資格別新規入国者数｣ や ｢外国人登録者数｣ は上陸後の統計であるのに対して､ この制度による統計は上陸前に収集
される｡ したがって､ 前２者と後者の数字は合致しない｡



非製造業へ行くが､ このうち75％ (全体の60％) 近

くはコンピュータ関連産業で雇用される｡ (ちなみ

に､ HRST 以外の高度人材― ｢人文知識・国際業

務｣ カテゴリー―では､ 製造業での就労は５％未満､

非製造業での就労は95％を超えている)｡

では､ 彼らはどのような仕事を行っているのか｡

外国人科学技術人材 (HRST) の職種内容を示した

のが図３である｡ コンピュータ関連業務の中でも

｢情報処理｣ という､ それほど高度ではない職種が

2005年度に急拡大している点が目を引く｡ これは､

先に指摘したアジアからの在留資格認定申請が急拡

大している事実 (図２参照) と関連していると思わ

れる｡ 同時に2001年３月に外国人 IT 技術者等受入

促進が閣議決定されたことも強く影響していると思

われる｡

以上の図および表からわが国で働く外国人科学技

術人材 (HRST) の平均像は､ 英語圏もしくはアジ

ア出身で､ コンピュータ関連企業で働き､ 情報処理

業務を担当してということが浮かび上がってきた｡

さらに､ 彼らの６割は ｢20歳以上～29歳未満｣ であ

ることを入国管理局は明らかにしている (法務省入

国管理局､ 2005)｡ 次に関心を引くのは彼らの報酬

である｡ 彼らはどの程度の報酬を得ているのか｡ こ

れを示すのが表２である｡ 同表によると ｢技術｣ カ

テゴリーでは50.6％の者が ｢20万円以上～30万円未

満｣ の報酬を得ており､ 17.9％は ｢30万円以上～40

万円未満｣ の報酬を得ている｡ 日本人との比較であ

るが､ 2005 (平成17) 年度賃金センサスによればプ

ログラマーに毎月決まって支給する現金は約30万円､

システム・エンジニアの場合は約38万円となってい

ることから､ 外国人 HRST (表２の ｢技術｣ に分

類される者) と日本人の間に明らかな賃金格差は認

められない｡

参考までに厚生労働省が2003年度に行ったアンケー

ト調査を参照すると､ 日本で働く外国人 IT エンジ

ニアの平均年収は約800万円､ 週平均勤務日数は5.1

日､ １日の平均勤務時間は9.5時間となっている

(厚生労働省､ 2003)｡ 同調査は少ないサンプルに基
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図２　国別 在留資格認定交付状況（「技術」および「人文知識・国際業務」） 

出所：法務省入国管理局統計（http://www.immi-moj.go.jp/toukei/index.html）を基に筆者作成 
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づいているため､ この結果をそのまま一般化するこ

とには注意が必要だが､ 法務省調査からも厚生労働

省調査からも､ ｢外国人 HRST は同職種の日本人と

同程度の報酬を得ている｣ ということは言えるだろ

う８｡

以上のデータから､ わが国で働く外国人高度人材

や科学技術人材 (HRST) について次のようなイメー

ジが浮かび上がる；2006年度現在､ 私たちの周りで

働く外国人高度人材は着実に増えている｡ 彼らの多

くは中国､ 韓国､ インド､ フィリピンといったアジ

ア諸国出身であり､ アメリカ､ イギリス､ カナダ､

オセアニアといった英語圏出身者がそれに続く｡ 彼

らの中でも自然科学の専門知識を持つ HRST は特

に増加する傾向にあり､ 大多数は非製造業､ とりわ

けコンピュータ関連産業で働き､ 情報処理を職務と

している｡ 外国人 HRST の６割は20歳台であり､
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８ 外国人 HRST がホスト国 HRST と同程度､ あるいはそれ以上の報酬を得ることは､ OECD (2001) でも報告されている｡

表２ 月額報酬別 在留資格認定交付状況

報 酬 額
技 術 人文知識・国際業務 合 計

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

20万円未満 624 9.7％ 364 4.3％ 988 6.6％

20万円以上～30万円未満 3,267 50.6％ 6,369 75.6％ 9,636 64.7％

30万円以上～40万円未満 1,155 17.9％ 546 6.5％ 1,701 11.4％

40万円以上～50万円未満 580 9.0％ 229 2.7％ 809 5.4％

50万円以上～60万円未満 302 4.7％ 170 2.0％ 472 3.2％

60万円以上 445 6.9％ 617 7.3％ 1,062 7.1％

不 明 82 1.3％ 134 1.6％ 216 1.5％

合 計 6,455 100.0％ 8,429 100.0％ 14,884 100.0％

出所：法務省 HP (http://www. immi-moj. go. jp/PRESS/060725-2/060725-2.html)

図３　職務内容別 在留資格認定交付状況（「技術」のみ） 
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同業種同職種の日本人労働者と同程度の報酬を得て

いる｡ 年収800万円という高収入を得る者もいる｡

彼らの平均勤務日数は約５日､ １日の平均勤務時間

は9.5時間であり､ 日本人と同じぐらいの労働時間

である｡

次節では､ こうした外国人 HRST を雇用するわ

が国の企業についてみていくことにする｡

５ 外国人高度人材を雇用するわが国の中小

企業

表３は外国人高度人材 (｢技術｣ あるいは ｢人文

知識・国際業務｣ の資格で在留資格認定証明書を交

付された外国人) を雇用する企業の規模別分類であ

る｡ 2001年度､ 2005年度の両時点において外国人高

度人材を最も多く雇用するのは､ 従業員数が99人以

下の､ いわゆる中小企業９である｡ こうした中小企

業は､ 平成13年度には全体の41.6％の外国人高度人

材を雇用していたが､ 2005年度には47.5％と､ その

シェアをやや伸ばしている｡

従業員規模99人以下の中小企業に次いで､ 2005年

度に外国人高度人材を多く雇用していたのは､ 巨大

企業 (従業員規模5,000人以上) である｡ 2001年度

には412名しか雇用していなかったものが2005年度

には2,759名の雇用と､ 急拡大している点が目を引

く｡ 同表には企業内転勤者は含まれていないため､

多国籍企業内の国境を越えた人材再配置は入ってい

ない｡ すべて日本で新たに雇用された外国人高度人

材であると思われることから､ 巨大企業がこの数年

で､ 急に外国人雇用に意欲を示しだしたことが分か

る｡ ただし､ それでも中小企業の割合は47.5％

(2005年度) となっており､ 巨大企業を大きく引き

離している｡ つまり､ 外国人雇用の主役は中小企業

なのである｡

わが国では中小企業が外国人高度人材の雇用に最

も積極的であることが判明したが､ 他の国々でも同

様であるらしい｡ 文部科学省科学技術政策研究所

(NISTEP) は報告書の中で ｢高度人材の国際流動

性の問題は､ 海外の動向をみると､ 大企業の問題と

いうよりは基本的には中小企業の問題である｣

(NISTEP, 2003, p.34) と述べており､ ドイツ等で

中小企業が受け入れの中心となっていることを指摘

している｡

では､ 外国人高度人材を雇用する企業は､ 何を期

待して外国人を受け入れているのだろうか｡ 例とし

てコンピュータソフトウエア関連業界団体による

『外国人就労に関する実態調査』10を紹介する｡ 同調

査に回答した251社のうち104社が2003年度に外国人

技術者を雇用していた (うち31社は従業員規模200
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９ 外国人高度人材の多くは非製造業で雇用されることから (４参照)､ ここではサービス業に属する中小企業の定義―従業員数100人以下の企業―を採
用する｡
10 (社) 電子情報技術産業協会､ (社) 日本パーソナルコンピュータソフトウエア協会､ (社) 情報サービス産業協会 『2004年コンピュータソフトウエ
ア分野における海外取引および外国人就労等に関する実態調査』

表３ 従業員規模別 外国人高度人材 (｢技術｣ および ｢人文知識・国際業務｣) を雇用する企業

９人以下 10～99人
100～
299人

300～
999人

1,00～
4,999人

5,000人
以上

不明 合計

2001年度

人数 1,581 3,663 1,473 1,371 3,869 412 249 12,618

構成比(１) 12.5％ 29.0％
11.7％ 10.9％ 30.7％ 3.3％ 2.0％ 100.0％

構成比(２) 41.6％

2005年度

人数 2,053 5,018 1,768 1,286 1,739 2,759 261 14,884

構成比(１) 13.8％ 33.7％
11.9％ 8.6％ 11.7％ 18.5％ 1.8％ 100.0％

構成比(２) 47.5％

出所：法務省 HP (http://www.moj.go.jp/PRESS/) を基に筆者作成



人未満11)｡ 外国人技術者を雇用する104社が期待す

る効果としては､ ｢人件費削減 (43社)｣､ ｢開発要員

の質的量的確保 (42社)｣､ ｢日本人との違いを意識

していない (42社)｣､ ｢専門能力の高さ (32社)｣ 等

である (複数回答)｡ 外国人を雇用することで､ 高

度な専門知識を持った人材を安定的に確保しようと

いう企業側の意思が分かる｡ ただし前節で既に述べ

たように､ 外国人高度人材の報酬は日本人と同程度

であることから､ ｢人件費削減｣ の効果が実現する

のかは定かでない12｡ 対照的に ｢開発要員の質的量

的確保｣ は､ 特に技術系の中小企業にとって切実な

問題であり13､ 外国人高度人材雇用は有力な解決策

となり得るだろう｡

わが国における外国人高度人材の受入れ状況をま

とめると次のようになる；2001年度以降､ わが国で

就労する外国人高度人材は､ その数は未だ小さいに

せよ､ 着実に増えてきており､ アジア諸国出身者や

英語圏出身者が大半を占めている｡ 彼らの７割以上

は非製造業で働き､ 特に科学技術人材 (HRST) は

コンピュータ関連産業で職を得ている｡ 彼らは報酬

においても､ 勤務日数においても､ 同職種の日本人

と似たような処遇を得ている｡ こうした外国人高度

人材を雇用する企業の約半分は､ 従業員数99人以下

の中小企業である｡ ただし巨大企業も急に雇用を増

やしてきている｡ 雇用する企業は ｢人件費削減｣､

｢開発要員の質的量的確保｣､ ｢日本人との違いを意

識していない｣､ ｢専門能力の高さ｣ 等を期待して外

国人雇用を決断している｡ ｢開発要員の質的量的確

保｣ は確かに期待できる効果であるが､ ｢人件費削

減｣ は実現するかどうか疑わしい｡ なぜならば､ 外

国人 HRST への報酬は日本人と変わらないからで

ある｡

６ 戦後における高度人材のグローバル移動

ここまで､ 外国人高度人材の受入れがわが国では

近年､ 増加していることについて報告してきたが､

これは日本特有の現象ではなく､ むしろ世界的潮流

の一環に過ぎない｡ 以下ではこの点について議論し

ていく｡

高度人材が国境を越える現象は､ 今日特有のもの

ではない｡ アレキサンドリアやローマで活躍したギ

リシア人､ 春秋・戦国時代の兵法家､ ルネッサンス

期の軍事顧問､ さらにはマンハッタン計画に参加し

た多くのヨーロッパ系科学者など､ 祖国以外で活動

した高度人材の事例は多い｡ 知識､ 特に科学・技術

は人類共通の普遍的文化であるため (Mogue�rou,

2006)､ その担い手である高度人材の国際的流動性

が高いのも自然なことであろう｡

高度人材の中でも特に科学・技術分野を専門とす

る者､ すなわち科学技術人材 (HRST) の国際移動

が政策上の課題として浮上したのは､ 第二次世界大

戦後､ 1950～1960年代のイギリスにおいてである｡

当時のイギリスを含むヨーロッパ諸国では､ 戦後復

興・経済成長が最重要課題であったにもかかわらず､

技術革新を先導すべき HRST が大量に北米大陸へ

移民するという現象が起こっていた｡ そのため､ イ

ギリスは近い将来､ 深刻な人的資源不足に見舞われ

るのではないかと強い危機観があった (Godin,

2002)｡ いわゆる頭脳流出 (brain drain) 問題であ

る｡ 技術革新を担う HRST は国の成長の基盤であ

ることから､ いかに頭脳流出を減らし､ 頭脳増強

(brain gain) を図るかが政策の重要課題であった｡

だが､ 頭脳流出が社会問題化していたのは､ むし

ろ途上国であった｡ 南北格差の拡大とともに､ 先進

工業諸国に移動する HRST への関心が高まり､ 格
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11 この調査では従業員規模 ｢200人未満｣､ ｢200～500人｣､ ｢500～1,000人｣､ ｢1,000人以上｣ という分類がなされている｡
12 ただしイギリスでは､ IT 産業が急成長した時期に外国人技術者雇用を増やしたことで賃金の急上昇を防ぐことが出来たという指摘もある (OECD,
2001)｡
13 日本経済新聞社・日経産業消費研究所 (2005) のアンケート調査によると､ 回答企業 (大学発ベンチャー企業) 204社のうち118社 (57.8％) が何ら
かの形での人的資源不足を経営課題として挙げている｡



差の固定化・拡大につながると懸念された｡ しかし

国際的に比較可能な統計が少なかったこともあり､

こうした議論は裏づけに乏しい証拠に基づいて行わ

れることが多かった (OECD, 1995)｡

1980年代後半～1990年代に入り高度人材のグロー

バル移動は新たな展開を見せ､ 従来とは違った現象

が報告され始めた｡ 新現象の第一は頭脳還流

(brain reverse) である｡ それ以前は､ 頭脳流出､

すなわち一方向に偏った人的資源の純流出 (Salt,

1997) が心配されていたのに対して､ 1980～1990年

代の台湾､ 中国､ アイルランドではこれとは逆の現

象が起こったのである (NISTEP, 2003)｡ 欧米で学

び職業経験を積んだ高度人材が帰国し始めたのであ

る｡ よく知られた例として､ シリコンバレーから帰

国し台湾を世界のハイテクセンターに育てた台湾人

アントレプレナーたちがいる｡ また､ Gouchu and

Wenjun (2001) は外国で学ぶ中国人と帰国する中

国人数を調査し､ 1990年代初頭以降､ その両方とも

に増大していると報告している｡

新現象の第二は頭脳循環 (brain circulation) で

ある｡ 頭脳循環とは､ 海外で教育を受け､ 職業経験

を積んだ後に帰国し､ 技術移転の主要プレーヤーと

なる高度人材―特に科学技術人材 (HRST) のダイ

ナミックな動きを描写したものである (Gaillard

and Gaillard, 1998; Johnson and Regets, 1998;

Mahroum, 2000)｡ 従来の頭脳流出・還流と､ 新現

象である頭脳循環が異なる点は：

� 頭脳流出が移民という半永久的な出入国形態を

とるのに対して､ 頭脳循環 (brain circulation)

は出国後､ 数年で帰国する傾向が強い (Findlay,

2001)｡

� 頭脳循環 (brain circulation) 現象を作り出し

ている高度人材の多くはアメリカのＨ-１Ｂビザ､

イギリスの HSMP､ ドイツ版グリーンカードと

いった各国の新制度を利用している (Findlay,

2001；NISTEP, 2003)｡ この制度は専門性の高い

職種で外国人を雇用することを狙いとしているこ

とから､ 一時就労のみを許可し永住を認めていな

いものも多い｡

� 頭脳流出・還流は経済格差によって生じていた

のに対して､ 頭脳循環 (brain circulation) は先

進国 IT 産業の人材不足､ 高度人材受入れに前向

きな政策､ 研究者コミュニティの魅力､ といった

多様な要因によって生じている｡

� (大戦直後を除けば) 頭脳流出・還流は途上国

→先進国という一つの方向に偏って生じていたが､

頭脳循環 (brain circulation) は先進国→先進国､

先進国→途上国､ 途上国→途上国という､ マルチ

な方向性を持ちつつある (Mogue�rou, 2006)｡

� 頭脳循環 (brain circulation) の場合､ 高度人

材が目指すのは国ではなく､ シリコンバレー､ オー

スティン､ ケンブリッジ､ 新竹工業園､ キャンベ

ラといった､ 彼らにとって魅力的な都市や地域で

ある (Florida, 2005)｡

の５つである｡

次の節では1990年代以降に起こった高度人材のグ

ローバル移動の実態について､ 各国で報告されてい

る現象をまとめていく｡

７ 高度人材のグローバル移動の実態

第７～９節では､ 高度人材のグローバル移動につ

いて､ ｢移動の実態｣ ｢移動する人間とインセンティ

ブ｣ ｢移動と社会・経済システム｣ という側面から

報告する｡

高度人材のグローバル移動は､ 近年､ 各国政府の

注目を集めているにもかかわらず､ 国際的に比較可

能なデータは未だ整備中である｡ 定義の違いにより

北米・オーストラリアとヨーロッパを比較すること

さえも難しい状況であり､ OECD は両方を併記す

るという形を取っている｡ 図４は OECD の報告で

あるが､ オーストラリアでは高度人材の25％を外国

生まれの者が占めており､ カナダは20％弱､ アメリ
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カで10％弱となっている｡ 英語圏は高度人材を惹き

寄せるというわれわれの実感は､ 統計でも証明され

ているようである｡

ヨーロッパの場合は ｢外国生まれ｣ ではなく ｢外

国人｣ 高度人材の統計であるが､ ルクセンブルグを

例外とすれば､ 高度人材のおおよそ３％程度が外国

人であると推定される｡ ただし各国間で差が大きい

のは､ 図４からも明らかである｡ ルクセンブルグは

全高度人材の10％弱が外国人であるのに対して､ イ

タリアではわずかに１％前後である｡ ルクセンブル

グの外国人高度人材雇用が際立って高い理由として

は､ 労働市場が小さいこと､ 金融セクターが大きい

こと､ EU関連機関が多いこと等が考えられる｡ オー

ストリア､ ベルギーにおけるシェアが高いのも労働

市場が小規模であること､ 国際機関の存在が主たる

理由と思われる｡

図４で興味深いのはイギリスである｡ (一般労働

者を含む) 外国人労働者の割合が４％程度に過ぎな

い (図４の黒点を参照) のに対して､ 高度人材に限っ

た場合の外国人割合は５％に届こうとしている (図

４の棒を参照)｡ イギリスでは高度人材に特化した

外国人受入れ政策を進めているものと思われる｡

では高度人材はどのような国々から出国し､ どの

ような国々で就労しているのだろうか｡ 残念ながら

グローバル規模でこれを示したデータは見当たらな

い｡ わずかに､ アメリカにおいて OECD 出身の科

学技術人材 (HRST) に範囲を限った統計が取られ

ているのみである｡ 図５はアメリカで就労する

OECD 諸国出身の HRST の数を示したものである｡

歴史的・文化的・地理的背景もありイギリス､ カナ

ダ出身者が圧倒的に多い｡ ドイツ､ 日本が続いてい

るが､ 数において圧倒的な差がある｡ 本図には中国

およびインド出身の HRST は含まれていない｡ こ

れら非 OECD 諸国を入れた場合､ 中国人はイギリ

ス人の３倍､ インド人は２倍になると OECD は推

定している (OECD, 2004)｡
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図４　各国における外国人高度人材の活用状況 

出所：OECD（2002）　http://www.oecd.org/dataoecd/9/20/1950028.pdf
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８ グローバル移動者とインセンティブ

人材が国境を越えるのは､ 現在よりも高い報酬が

期待できるからである｡ だが今日の高度人材―特に

科学技術人材 (HRST) ―移動では､ 報酬以外のイ

ンセンティブも強く働いていると指摘されている｡

たとえば Mogue�rou (2006) は研究インフラや研究

資金の充実度､ 大学や研究機関の国際的評価､ 国家

の科学・技術力､ 知識の集積度､ スター・サイエン

ティスト (Zucker and Darby, 1998) の存在､ 最

先端知識へのアクセスなどが HRST を惹きつける

と報告している｡

Mahroum (2000) は､ 実際にグローバル移動す

る高度人材を５つに分類し､ それぞれのカテゴリー

における移動のインセンティブについて議論してい

る｡第一のカテゴリーは｢managers and executives｣

である｡ 彼らは企業内を移動する転勤族であり､ 個

人へ直接誘因が働いているわけではない｡ むしろ､

企業の意思によってグローバル移動が起こっている

のである｡ OECD (2002b) によればこうした企業
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図５　アメリカにおける外国人科学技術人材（HRST）雇用状況-1999

出所：OECD、http://www.oecd.org/dataoecd/17/34/23652608.pdf
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内移動は多国籍企業の成長と共に増加しており､

EU や NAFTA といった地域統合の進展によって

一層増える傾向にある｡

第二のカテゴリーは ｢engineers and technicians｣

である｡ 経済的要因に最も強く反応するカテゴリー

であり､ 各国の経済状況や移民・労働政策によって

その数が大きく増減する｡ 米国で急増している IT

技術者―その大多数はインド人と中国人である―は

このカテゴリーに属するだろう｡ 日本で2005年度に

急増したインド､ 中国出身の高度人材 (図２および

第４節参照) の多くも､ おそらくはこのカテゴリー

に属するのであろうと推測される｡

第三のカテゴリーとしては ｢academics and

scientists｣ が挙げられている｡ 彼らは別名 ｢巡礼

者 (pilgrims)｣ とも呼ばれているとおり､ 科学・

技術コミュニティへメンバーとして参加することが

移動の主動機となっている｡ 彼らを惹きつけるのは

オープンな科学研究環境 (scientific openness) を

持ち､ 卓越した研究 (excellent quality) 実績があ

り､ 高く評価されている大学や研究機関である｡

第四のカテゴリーは ｢entrepreneurs｣ である｡

シリコンバレーからベイエリアにかけて350のハイ

テク・ベンチャー企業が EU 出身者によって設立さ

れたと Mahroum は試算し､ うち32人に調査を行い､

EU に帰国する意思がないことを報告している｡ 帰

国しない理由として､ EU は政府の規制が強いこと､

企業家に好意的ではない風土､ ベンチャー・キャピ

タルが十分に存在していないこと等が挙げられてい

る｡ こうしたことから､ 企業家カテゴリーは企業家

精神とそれを支持する社会・経済システムが充実し

ている場所へ引き寄せられると結論を出している｡

最後の第五カテゴリーとして ｢students｣ がある｡

彼らは留学生ビザで入国するため､ 本稿で取り上げ

る高度人材には厳密な意味では合致しない｡ だが､

北部カリフォルニアの大学を卒業した留学生のうち

30％はシリコンバレーで職を得るという(Mahroum､

前掲) ことを考慮すれば､ 博士課程に在籍する大学

院生は外国人高度人材の予備軍であり､ 調査・研究

の対象となるだろう｡ このカテゴリーは､ 大学や研

究機関の質と研究トレーニングの機会によって移動

量と移動先が決まる｡

以上が Mahroum によるグローバル移動する高度

人材の５類型である｡ 各カテゴリーによって移動の

誘因が違うため､ どのカテゴリーを対象とするかで

国の政策を変える必要があると指摘した点は非常に

示唆に富んでいる｡ だが他方で実証に乏しいのが難

点である｡ 特に第２カテゴリー (engineers and

technicians)､ 第３カテゴリー (academics and

scientists)､ 第４カテゴリー (entrepreneurs) を

明確に区別することは実際問題として可能なのか､

大いに疑問である｡

科学・技術研究の現場では､ 同じ研究室内で､ 同

じリーダーの指揮の下､ 基礎研究､ 応用研究､ 事業

化が同時に行われており､ 一人の人間が複数の研究

に携わることも多い｡ そうした現場にいる外国人研

究者はどのカテゴリーに分類されるのだろうか｡ あ

るいは､ アメリカの大学教授の中には､ 研究・教育

活動を精力的に行いながら､ その一方で､ 自宅ガレー

ジで素子を製作し販売するという事業活動にも熱心

な人々も存在する｡ 彼が外国生まれの場合､ どう分

類するのか｡

さらには､ 大学の研究室がハイテク・スタートアッ

プ企業を立ち上げ､ 外国人研究者が企業の代表者と

なるケースもある｡ こうしたケースでは代表者は大

学の研究員も兼ね､ 出身研究室との密接な連携に依

拠しながらハイテク企業としての事業活動を行う｡

このような現実に Mahroum の類型を当てはめると､

一人の人間が第２､ 第３､ 第４カテゴリーのどれに

も該当してしまい､ 結局は政策手段としての有効性

を失ってしまう｡ 大規模な実証に裏づけされた再検

討が必要であろう｡
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９ 高度人材のグローバル移動と社会・経済

システム

高度人材が社会・経済システムに与える影響は､

｢ホスト国に与える影響｣ ｢供給国へ与える影響｣

｢グローバル経済に与える影響｣ の３つに分けて論

じる｡

� ホスト国に与える影響

外国人高度人材を受け入れる側､ すなわちホスト

国に与える影響としてしばしば議論されるのは､ 彼

らの受入れによってホスト国の労働市場は柔軟性を

増し､ 先端部門 (昨今では IT 部門) の労働力不足

を緩和するというものである｡ 先端産業は時として

急速な進歩を遂げるが､ その結果として深刻な労働

力不足や賃金の上昇が起こる｡ これを緩和するため

に外国人高度人材の受入れが有効であるとの議論で

ある｡

しかし､ このような議論のみに基づいて受入れ許

可を乱発するのは不適切である｡ なぜならば､ この

考え方は限界生産性がゼロの過剰な労働力の存在を

前提としているが､ そうした過剰な高度人材という

ものは､ どの国にも (たとえインドや中国であろう

とも) 存在する筈も無い｡ すでにアメリカの IT セ

クターでは ｢(外国人高度人材として入国する者の

中には) 専門職でない者､ 学歴不足の者などの不正

が多く｣､ ｢中国､ インドなどに (ビザの) 斡旋屋が

出現し､ 不正の温床となっている｣ (NISTEP, 2003,

p.10) との報告もあるが､ こうした現象は､ インド

や中国の高度人材が無制限に供給されるどころか､

むしろ供給の限界を超えていることを示すものであ

るとも解釈できる｡

特定産業の成長が突出することによって起こる労

働市場の逼迫は､ 人材の再教育､ 再配置､ あるいは

イノベーションによって解決するのが基本である｡

そして外国人高度人材の受入れがイノベーションに

とって正の効果を生むのであれば､ その受入れは慎

重な戦略のもと､ 積極的に推進すべきであろう｡

外国人高度人材がホスト国のイノベーションにも

たらす正の影響としては､ ①研究・開発における多

様性が増す､ ②才能ある人材を求めて企業､ 大学､

研究機関が競争する､ ③同様に都市間でも競争が起

こる､ などが考えられる｡ ①の影響､ すなわち異文

化出身の外国人が研究開発チームに加わることの効

果は容易に想像できる｡

興味深いのは②企業間・大学間・研究機関間競争

促進効果､ および③都市間の競争促進効果である｡

すでにマイクロソフト社とグーグル社の人材を巡る

熾烈な競争は何度も報道されており､ その中には外

国人高度人材の獲得も含まれているようである｡ ま

たわが国においては､ 2000年代に入って以降､ 東北

大学がオーストラリア､ フランス､ ロシア､ 韓国と

次々とリエゾン・オフィスを開設したのを皮切りに､

大阪大学のサンフランシスコ事務所､ グローニンゲ

ン事務所 (いずれも2004年)､ 東京大学の北京代表

所､ 無錫代表所 (いずれも2005年) と､ 海外拠点が

続々と設立されているが14､ こうした動きは優秀な

科学技術人材 (HRST―正確にはその予備軍として

の留学生) をめぐる大学間競争が始まったことと無

縁では無いだろう｡

③の都市間の競争に関しては Florida (2005) に

詳しいが､ 今や人材をめぐる争奪は国家対国家では

なく､ シリコンバレー vs.ケンブリッジ､ ストック

ホルム vs.バンクーバー､ シドニー vs.コペンハーゲ

ンという構図になっているという｡ 同書はまた､ 世

界中の高度人材を集めている都市として､ ｢global

talent magnets｣ と ｢the global Austin｣ の２種

類を紹介している｡ global talent magnets には
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14 他に､ 一橋大学 (中国)､ 豊橋技術大学 (インドネシア)､ 滋賀大学 (中国)､ 京都工芸繊維大学 (タイ)､ 島根大学 (中国)､ 九州工業大学 (マレー
シア) 等が大学としての海外拠点を2000年以降に設立している｡



ニューヨーク､ ロス・アンジェルス､ ロンドン､ ア

ムステルダム､ パリ､ トロント､ バンクーバー､ 東

京等が含まれるが､ これらに共通する特徴として､

古くから世界の中心であること､ 印象的な町並みを

持つこと､ 高い生活水準にあること､ 安全であるこ

と､ 美しいウォーターフロントや郊外の田園でのア

ウトドア・ライフも充実していることなどがあり､

こうした環境に魅せられて世界中の高度人材15が磁

石に吸い寄せられるように集まってくる｡

もうひとつの都市タイプ､ ｢the global Austin｣

の代表格としては､ ダブリン､ バンガロール､ シン

ガポール､ 台北､ 北京､ 上海､ テルアビブなどが挙

げられている｡ オースティン (Austin) とはテキ

サス州の州都であるが､ かつては地味な大学町にす

ぎなかったのが､ 現在では最先端知識や高度人材を

世界中から引き寄せる COE (Center of Excellence

：卓越した研究拠点) に成長したことで有名である｡

オースティンと同じ成長の軌跡を､ 今､ ダブリン､

バンガロール､ シンガポール､ 台北…といった世界

各地の都市が辿っていることを象徴的に示した表現

が ｢the global Austin｣ である｡

先に挙げた global talent magnets が文字通り世

界中の高度人材を吸収しているのに対して､ the

global Austin は現在までのところ､ 帰国者 (頭脳

還流：brain reverse) の集積都市として機能して

いるのがやや違うところである｡ しかし､ 本家本元

のオースティンやダブリンが次第に世界中の人材を

引き寄せる global talent magnets に移行しつつあ

ることを考えると､ この差異が時間の経過とともに

解消する可能性も無きにしも非ず､ である｡ 重要な

のは､ 人材を惹きつけているのは国家ではなく､ 都

市とその都市を中心とするクラスターであることで

ある｡

さて､ 上の都市間競争とは一見､ 逆に見える動き

として NISTEP (2003) はグローバル移動におけ

る人材の流動圏形成を指摘している｡ 高度人材移動

を観察すると､ ｢英語圏 (アメリカ､ カナダ､ イギ

リス､ オーストラリア､ ニュージーランド､ アイル

ランド､ インド､ 南アフリカ)｣､ ｢中欧―東欧―ロ

シア圏 (中心はドイツ)｣､ ｢ロシア―イスラエル圏｣､

｢アジア―アメリカ圏｣ という流動範囲が存在し､

この圏中で高度人材移動が起こっていると指摘した

ものである｡

人材流動圏の形成と先の Florida の都市間競争を

総合すると､ HRST を含む高度人材は国家を選ん

でいるのではなく､ 特定の圏 (あるいは地域：

region) の中で自由に都市 (あるいはクラスター)

を選んで移動しているという仮説が成り立ち得る｡

これは国の移民政策に大きな影響を与えるであろう､

大変に興味深い現象であるが､ 綿密な実証研究が必

要である｡

� 高度人材の供給国に与える影響

高度人材を送り出す国―供給国―に与える影響は､

供給国が先進国 (その多くは小国) である場合と､

発展途上国の場合の２つに分けて議論する｡

小国の先進国であるニュージーランドからイギリ

ス､ アメリカへ高度人材―特に科学技術人材

(HRST) ―が移動していく現象に詳しいのは

Davenport (2004) である｡ 彼女は見せかけ上の頭

脳流出 (brain drain) に不安を抱くニュージーラ

ンド社会を描写した後に､ 実際には､ 最も多く流出

しているのは科学技術人材 (HRST) ではなく

｢unemployed｣ 層であること､ HRST に限れば流

出よりも流入 (brain gain) の数が多いこと､ ニュー

ジーランド国民はもともと移動性向が高く海外で教

育を受ける伝統があるために長期間海外に滞在して

帰国する者が多く､ これが見せかけ上の頭脳流出現

象を作り出していることを指摘している｡

ただ､ いかに帰国する者が多くとも､ 現時点で
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HRST の出国が多ければ社会が不安を抱くのも事

実で､ こうした不安の背景には､ ①高等教育修了ま

での過程には少なからぬ額の税金が投入されている

ことから､ HRST 流出は税金のムダ遣いにつなが

ると信じられている､ ②一国の科学・技術力は

HRST の頭数によって決まるという誤解がある､

と解説している｡

しかし Davenport はこうした不安を一蹴し､ グ

ローバル移動は頭脳流出ではなく資源の源と理解す

べきであると主張する｡ なぜならば､ 知識とは

HRST 個々人によって創造されるものではなく､

むしろ､ 自国出身の HRST が国際的なイノベーショ

ン・ネットワークや研究者ネットワークに繋がって

いることで新知識が次々と創造されるからである｡

では､ 途上国から出国する高度人材の場合はどう

だろうか｡ 伝統的には人材流出による経済発展の遅

れ､ それに伴う南北格差の拡大・固定化という否定

的な見解が多かったが､ デジタル化の進展以降は正

の効果を議論するものが多い｡ 代表的なものは

Saxenian (2006) である｡ 同書ではシリコンバレー・

ネットワークを活用して母国で起業し､ 母国の新産

業誕生・発展に貢献する台湾系､ 中国系､ インド系､

イスラエル系企業家群が詳細に調査・分析されてい

る16｡

同書はシリコンバレーで組織された外国人高度人

材による移民団体 (immigrant professional asso-

ciation)17のメンバーを対象に､ 2001年に調査を行っ

ているが､ それによればシリコンバレーで働く外国

生まれのエンジニアや企業家の大多数は､ シリコン

バレーにあっても母国と密接なつながりを保ち続け

ている｡ 特に台湾系､ 中国系､ インド系の多くの者

は､ 毎年数回は米国と母国の間を往復し､ 母国でコ

ンサルティングや事業活動を行い､ 母国の政府関係

者へ助言を行う｡ また､ シリコンバレーで事業を営

む外国生まれ企業家の半数は､ 母国に子会社を設立

したり､ 合弁事業を起こしたり､ 母国企業と継続的

取引をしている｡ 彼らはシリコンバレーにあっても

母国と密接なつながりを持ち続け､ 母国の技術力向

上や経済成長に一定の貢献をしているようである｡

Lee et al. (2000) もまた､ シリコンバレーの外

国人高度人材による企業家活動をネットワークの視

点から分析し､ 各民族ごとのエンジニア・コミュニ

ティが情報､ ノウハウ､ 技能､ 資本等の動員にあたっ

て大きな役割を果たしていることを指摘している｡

先進国であるニュージーランドから高度人材が出

国する場合も､ 途上国であるインド・中国から出国

する場合も､ 母国 (高度人材の供給国) へはプラス

の影響を与え､ プラスになる理由をネットワーク概

念で説明するというのが最近の傾向であるようであ

る｡ これをもう少し詳しく説明する；世界各地の高

度人材は経済的動機や研究欲に動かされて､ 先端知

識集積地 (都市やクラスター) へ集まってくる｡ 当

該地には既に多くの人材が集まっており､ 彼らの研

究・開発や起業を支援するインフラも整っている｡

その地では､ 世界各地の高度人材や研究・起業イン

フラが有機的に結びつき､ さらに新規の知識が生み

出され､ 日々イノベーションが進んでいく｡

知識創造やイノベーション創出の主役は個々人で

はなく､ ましてやその地に賦存する要素でもなく､

彼らの間の結びつき､ すなわちイノベーション・ネッ

トワークである｡ 外国出身の高度人材はその地でイ

ノベーション・ネットワークに参加し､ ネットワー

クに深く埋め込まれた後に帰国したり､ あるいはク

ラスターと母国の間を往復したりする｡ 母国におい

ても彼／彼女はネットワークの一部であり続け､ 母

国での研究・開発／起業活動の際にも (集積地内部

に居住している時と同じように) ネットワーク資源

を積極的に利用する｡ 換言すれば､ 高度人材が出国
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16 同書の Appendix にはシリコンバレーの専門家ネットワーク組織一覧が掲載されているが､ そこから相当数の韓国､ ヴェトナム､ 日本､ ヒスパニッ
ク､ ロシア､ イラン､ オーストラリア・ニュージーランド､ フランス語圏出身の企業家たちも同地で活躍していることが分かる｡
17 有名なものとしては台湾出身の高度人材移民による Monte Jade Science and Technology Association (MJSTA) がある｡



し先端知識集積地でイノベーション・ネットワーク

に埋め込まれ､ 帰国 (あるいは頻繁に往復) すると

いうことは､ すなわち､ イノベーション・ネットワー

クを母国まで引っ張ってくるということに他ならな

い｡

以上のようなイノベーション・ネットワークによ

る便益が､ 頭脳流出 (brain drain) による一時的

損出を上回ると推定されるため､ 高度人材の出国は

人材供給国にとってもプラスの効果をもたらすと多

くの議論では結論付けている｡ Saxenian の綿密か

つ大量の事例研究をみると､ こうした指摘はかなり

の正当性を持つものと考えられる｡ だがそれでも留

意すべきは､ ネットワークの便益が顕在化するまで

にはかなりの時間を要しているという点である｡ 台

湾や韓国でこの便益が顕在化するまでには数十年の

時間がかかっている｡ 例外的にインドのソフトウエ

ア産業は短期間で便益を得ているようだが､ 後に続

くロシア､ 東欧､ ヴェトナムにもインドと同じ幸運

は巡ってくるのかは分からない｡

さらに注意すべきは､ ネットワークの便益を主張

する研究は､ 後にキャッチアップした国とその出身

者に対して､ 過去を振り返る視点から行われた調査

であるという点である｡ 母国が発展すれば帰国する

高度人材も増え､ イノベーション・ネットワークを

母国へ引っ張ってくることも可能であるが､ 発展し

ない場合は頭脳流出の損失のみが残ることになる｡

こうした点を踏まえれば､ 人材供給国がイノベーショ

ン・ネットワークの便益を享受するためには､ 自国

民の出国､ 他国からの高度人材流入､ 数年後の自国

出身高度人材の帰国､ という３要素が揃っていなけ

ればならず､ それを実現するための慎重な国家戦略・

政策を完備しなくてならないだろう｡

� グローバル経済に与える影響

高度人材のグローバル移動によって､ ホスト国で

は大学・研究機関間の競争が起こり､ また都市・ク

ラスター間でも人材を巡る競争が起き､ こうした競

争はホスト国のイノベーション・システムへ正の効

果を与えるとした｡ 供給国側では､ 自国出身の人材

が数年後に帰国することでイノベーション・ネット

ワークを自国まで ｢伸ばして｣ くることになり､ 供

給国側へもネットワークが広がってくるとも議論し

た｡

ホスト国でも供給国でも正の効果が期待されるた

め､ 結果として､ 高度人材の移動はグローバル経済

に対してもプラスの影響を与えると期待される｡

OECD (2001) は高度人材の移動がグローバル経済

に及ぼす影響として､ ｢知識流通が国際的になり､

研究・技術クラスターが国境を越えて形成される可

能性｣､ ｢研究者の能力と希望に最も適した就労の機

会が国際的に提供される可能性｣､ ｢稀少な人的資源

を巡って競争が激しくなることにより､ 個々人の人

的資源への投資意欲が高まる可能性｣ を挙げている｡

ここでわれわれが細心の注意を払うべきは､ グロー

バル経済へのプラスの影響とは､ 全地球市民に対し

てあまねく､ 広く､ へだたり無く､ 与えられる天恵

ではないということである｡ 高度人材がグローバル

移動する､ その移動の軌跡上に位置する国や都市・

クラスターでなければプラスの効果は享受できない｡

ただし､ 国家戦略や政策によって高度人材移動の軌

跡の中に自国や自分の地域を新たに組み入れること

は可能である｡ Birkinshaw (2005) はそのために

は､ ①高等教育における規制緩和､ ②強化分野を定

め､ その分野の高度人材をターゲットとして世界中

から惹き寄せること､ ③多国籍企業従業員のグロー

バル配置を容易にすること､ ④自国の優位性や競争

力を世界中に広く宣伝すること､ の４つが必要であ

ると論じている｡

高等教育で規制緩和を進めることで､ 学費や奨学

金における大学の裁量範囲は大きくなり､ 外国人留

学生を増やす方法も増える｡ また､ その国､ その地

域ごとに強化する産業セクターを見極め､ 必要な高
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度人材の入国を増やすことも有効であろう｡ この政

策は IT セクターを対象として多くの国で実施され

ているが､ Birkinshaw によれば医学､ 教育など人

材受入れを強化すべき分野は未だ多く存在しており､

しかもどの分野を強化すべきかは国ごとに異なって

いる｡ したがって国家戦略の策定とそれに沿った入

国規制の部分的緩和が必要となる｡

また､ グローバル人材移動の重要なプレーヤーで

ある多国籍企業の人材戦略に配慮すること､ 自国や

地域の魅力を海外の人々に知らせる地道な努力など

も､ 高度人材グローバル移動の軌跡内に入ることに

つながるだろう｡

高度人材のグローバル移動が世界経済に与える影

響は､ 世界全体の知識量の増加という意味ではプラ

スであろう｡ だがその影響は国や地域によって大き

く違い､ 移動の軌跡の中に入っている国や地域に､

より大きな便益がもたらされるものと思われる｡

10 外国人高度人材による起業

高度成長期以降わが国は高い開業率を誇ってきた

が､ 1980年代に低下し､ 1989年には開業率が廃業率

を下回る水準になった｡ その後の長期不況を経て

2001年に ｢新市場・雇用創出に向けた重点プラン｣

(平沼プラン) が提唱され､ 開業・創業を５年間で

倍増させる政策が実施された｡ だがその成果ははか

ばかしいものではなく､ 2007年現在､ わが国の開業

率は比較的低い水準にある｡

開業率が低い原因として資金調達の困難､ 人材不

足､ 取引先開拓の困難など､ さまざまな障壁が指摘

され､ それらを取り除くべく政策が実施されている｡

開業率を上昇させることは､ 雇用対策という面でも､

経済のダイナミズム確保という面でも重要であり､

わが国もなんとしてでも解決しなければならない課

題であろう｡

ただ､ 開業率低下に悩むのはわが国だけではなく､

他の先進諸国も同様のようである｡ そうした中､ 一

部の国々では米国シリコンバレー・モデル18を参考

にし､ 外国人高度人材による起業の活発化を想定し

た政策を実施している｡

たとえばオーストラリアでは1970年代以降､ 高度

人材のリクルートが移民政策の柱となっており､ 現

在では本国人よりも移民のほうが高学歴になってい

るが (NISTEP, 2003)､ 起業家の移民も積極的に進

めている｡ 同国の入国資格カテゴリーには､

｢Business Skills Migration｣ という起業を目指す

外国人を対象とした分類があり､ 2000年には約

6,000人の外国人がこの資格で入国し､ その多くの

者は実際に会社を起こしている (1990～2000年の期

間､ 毎年数の増減はあるが､ 多い年で7,000人､ 少

ない年で1,900人が毎年､ この資格で入国している)｡

移民起業家が1998年に行った投資の平均額は約60万

オーストラリアドルであると推定されている

(OECD, 2001)｡

イギリスでも2000年から起業家向け入国カテゴリー

(innovator category) が新設されている｡ このカ

テゴリーで認定される条件としては､ ２人以上の雇

用 (フルタイム) を提供する計画であること､ 申請

者自身が５％以上の出資をすること､ 公的資金の援

助無く黒字転換までビジネスが継続できること､ 当

初半年の活動資金が十分に確保できていること､ と

いったものが指定されている｡

この他､ カナダやニュージーランドでも類似の移

民政策が取られているようである｡ また中国では､

外国人ではないが､ 外国で教育を受けた帰国留学生

を対象に起業支援を行っている｡

これらの国々と同様の政策をわが国で採用するこ

とは､ 未だ難しいであろう｡ しかし､ しばしば引き

合いに出されるシリコンバレー・モデルは外国人高
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18 台湾､ 中国､ インド､ イスラエル､ ヨーロッパ等から移民してきた高度人材が多くのハイテク・ベンチャー企業を起こしている｡ インテル創業メン
バーのアンディ・グローブ (ハンガリー出身)､ ヤフー創業メンバーのジェリー・ヤン (台湾出身)､ グーグル創業メンバーのセルゲイ・ブリン (ロシア
出身) などがその代表格である｡



度人材なくしては成立し得ないこと､ また世界には､

外国人高度人材の力を借りてでも起業を活発化しよ

うという､ 積極果敢な政策を取る国々があるという

ことには､ 注意を払うべきであろう｡

11 むすび―高度人材のグローバル移動

(brain circulation) にどう向き合うか

わが国では近年､ 外国人高度人材の受入れが着実

に増えつつある｡ その数は依然､ 諸外国に比べると

僅かであるにせよ､ 伸び率は拡大しており､ 今後も

この傾向は続くものと思われる｡ 彼らの大多数はア

ジア諸国もしくは英語圏出身者であり､ 2005年には

アジア出身者が急拡大している｡ また､ 彼らの多く

は非製造業に吸収され､ とくに科学技術人材

(HRST) の場合はコンピュータ関連産業で働き､

日本人とあまり変わらない処遇を受けている｡ 彼ら

を雇用する企業は中小企業が多く､ 雇用側へ与える

便益の第一は開発要員の質的量的確保であると考え

られる｡

こうした高度人材受入れは日本に限った現象では

なく､ むしろグローバル規模で起こっている brain

circulation (頭脳循環) 現象の一環である｡ brain

circulation (頭脳循環) とは､ 1990年代以降に観察

される新しい現象であり､ 専門知識を持つ者が比較

的短期間､ 他国で専門職や研究職として働き､ そこ

でイノベーション・ネットワークに繋がり､ その繋

がりを保ったまま､ また別の国 (あるいは母国) へ

移っていく現象である｡

高度人材の出国､ 他国への移動はかつては頭脳流

出 (brain drain) と呼ばれ､ 国の経済状態の悪さ

や後進性を示し､ 国力の喪失を意味し､ 税金の無駄

遣いに繋がる現象であると捉えられ､ 避けるべきも

のと認識されてきた｡ だが1990年代以降の世界的な

高度人材流動化現象を受けて､ 海外研究者や

OECD をはじめとする海外機関では多くの調査・

研究が為され､ 人材グローバル移動が持つ複雑かつ

多様な側面が続々と報告されるようになった｡

多くの研究に共通する指摘としては､ ①英語圏､

ヨーロッパ諸国､ 台湾､ 中国､ インドといった国々

で盛んに起こっている現象であり､ 移動の目的地は

(国家ではなく) 都市やクラスターである､ ②移動

の動機としては､ 経済的動機と並んで科学者として

の動機も重要である､ ③グローバル移動は人材のホ

スト国､ 供給国､ 両方に対して長期的にはプラスの

効果をもたらす可能性が高い､ ④プラスの効果が期

待できる理由として､ ｢高度人材争奪の競争が起こ

る｣ こと､ ｢高度人材が母国へイノベーション・ネッ

トワーク引っ張ってくるのでこれと繋がることがで

きる｣ ことが挙げられる､ ⑤だが高度人材を惹き寄

せイノベーション・ネットワークに繋がるためには

慎重な国家戦略や政策が必要である､ 等である｡

ここまでわが国の現状と諸外国の議論をまとめて

きた｡ わが国が受け入れる高度人材の絶対数は諸外

国に比べると圧倒的に少ないとはいえ､ 受入れが拡

大しているのは同じであり､ また､ 成長業種 (主に

コンピュータ関連業界) における人材確保要請が原

動力となっている点も同じである｡

ただし大きく違う点もある；第一にわが国では戦

略的視点が不足している､ 第二に外国人受入れは中

小企業の経営問題であるという視点が､ わが国では

不足している｡ 第一の戦略的視点の不足であるが､

確かに成長業種における人材確保という動機で外国

人高度人材を受け入れているのはどの国も同じであ

る｡ ただし諸外国の中には､ 彼らの才能やイノベー

ション・ネットワークとの繋がりを活用して自国の

イノベーションを活性化させるといった戦略的視点

を持つところも多い｡

たとえば､ ニュージーランドのピーター・ホジソ

ン研究・科学・技術大臣は､ ｢移民受入れとは､ 経

済成長に必要な才能獲得のための機能であり､ もは

や水際防止機能とは考えていない (We no longer

think of immigration as a gatekeeping function
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but as a talent-attraction function necessary for

economic growth)19｣ と発言しているが､ これはそ

の好例であろう｡ ｢外国人高度人材受入れ⇒イノベー

ション創出⇒経済成長｣ という明確なビジョンを持

ち､ 外国人の力を借りてでもイノベーションの連鎖

を起こしてやろうという積極果敢な姿勢を示し､ 高

度人材受入れを推進している国々に比べると､ わが

国は未だ十分に戦略的であるとは言えない20｡ 外国

人高度人材を単なる不足労働力の補完要員と捕らえ

るのではなく､ これからのわが国のナショナル・イ

ノベーション・システム21を強いものにしていくた

めの重要な構成要素として､ 迎え入れるぐらいの思

い切った発想の転換と戦略立案が必要であろう｡

わが国で不足しているものの第二は､ 外国人高度

人材受入れは中小企業の経営問題であるという視点

である｡ すでに述べたように (注13参照)､ わが国

の大学発ベンチャー企業では､ 人的資源不足が最も

深刻な経営上の課題である｡ 研究開発要員が不足す

るだけではなく､ たとえば､ 世界各地の大学と産学

連携を進める人材の不足､ 海外市場を開拓する要員

の不足､ グローバル規模でのアウトソース戦略を立

てたり特許戦略や法務戦略を練ったりする社員の不

足､ 優秀な外国人社員研究員を管理する人材の不足

など､ ハイテク・ベンチャー企業にとって生命線と

なる部分に､ 必要な質の人材を必要な量だけ配置で

きないという事態が起こっている｡ 少子化が進む近

い将来､ 事態は悪化することはあっても好転する見

込みは薄いだろう｡

これはハイテク・ベンチャーだけの問題ではない｡

競争が次第にグローバル規模へと拡大している今日､

たとえ現在はニッチ市場で高収益を上げている中小

企業であっても､ いつ何時､ グローバル競争に巻き

込まれるか分からず､ 巻き込まれた際にはグローバ

ル規模で考え､ 戦うことが出来る社員が必要なので

ある｡ あるいは外国人高度人材の力を借りてでも好

機を逃さず､ 多角化や第二創業に踏み切るという前

向きな経営姿勢が生き残りの必須条件になるかも知

れない｡

現在､ 外国人高度人材受入れ問題について積極的

に発言しているのは､ 経団連､ 科学技術総合会議､

そしてマスコミであろう｡ 大企業中心の経団連は国

境を越えた企業内人材再配置 (企業内転勤) の自由

化を要請し､ 科学者の集まりである総合会議は研究

者移動と留学生受入れの自由化を提言する｡ マスコ

ミは治安の悪化というデータ的裏づけの無い報道を

流すことに熱心である｡ しかし外国人高度人材を最

も必要とするのは､ ベンチャー企業も含めた意味で

の中小企業である｡ 中小企業関係者が議論に参加し､

中小企業経営の視点からの政策提言がぜひ必要なの

である｡

世界経済システムが GATT から WTO 体制へと

発展する過程で､ 人 (natural persons) の移動の

自由化も議論の対象となり､ 現在ではほとんどすべ

ての国々が自由化に基本的には賛成している｡ つま

り人の移動の自由化は､ 現在の世界経済システムに

伴う必然の現象なのである｡ われわれはこのことを

はっきりと認識しなくてはならない｡

人材の国際流動という現実を認識した上で､ その

現象をイノベーション創出にどう活用し､ 経済発展

に結びつけ､ 最終的には国民のよりよい暮らしを実

現するのか―中小企業の視点に立った冷静で現実的

な議論が必要である｡
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19 Florida (2005)､ p.8
20 ただし内閣府総合科学技術会議が2006 (平成18) 年に発表した 『イノベーション創出総合戦略』 は ｢優れた外国人研究者の獲得競争に勝ち抜く入国
管理制度の実現｣ について､ 僅かであるが言及しており､ わが国でも戦略的視点が芽吹きつつある可能性は高い｡ しかし､ 今後の推移を見守る必要があ
る｡
21 National Innovation System (NIS)：産業界・大学・政府・社会や制度といった､ 社会の構成要素どうしが相互に関係しあい､ 影響を及ぼしあい､
その繋がりの中からイノベーションが生まれるという考え方｡ そのため､ イノベーションを次々と生み出す NIS もあれば､ イノベーション創出を阻害
するような NIS もある｡ NIS 的な考え方では､ 過剰な規制はイノベーション誕生を阻害するものと､ 一般には考えられている｡ さらに今日では､ 大企
業の自前主義も阻害要因と捉えられることが多い｡
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